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都道府県労働局長 殿 

厚生労働省労働基準局長 
( 公 印 省 略 ) 

労災保険収支改善推進事業実施要綱の 一部改正について 

標記については、 平成 1 2 年 1 2 月 1 4 日付け 墓登 第 744 号「労災保険収支改善推進 
事業について」により 指示しているところであ るが、 今般、 下記の内容につき 当該事業に 
係る要綱の一部を 改正したので、 通知する。 
なお、 改正後の労災保険収支改善推進事業実施要綱及び 新旧対照表を 添付するので 参考 
にされたい。 

- 己 

ェ 収支改善推進員の 推薦人数を 6 名から 8 名に増員したこと。 

2  総括収支改善推進者、 収支改善推進員及び 収支改善コンサルタントが、 在任中に死亡 
等した場合の 委嘱の手続きについて 明記したこと。 

   
 

  



「労災保険収支改善推進事業実施要綱」新旧対照表 

日
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自
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Ⅱ
Ⅰ
 

収支均衡を図り 収支を改善させるためには 料 率の引き 

上げによる対応のみでほ 限界があ り、 業界団体の自主的 

取組による収支改善活動をより 一層推進していくことが 

強く求められることから、 業界内の問題を 積極的に受け 

止め対策を講じて 活動を展開して 行こ う とする業界団体 
に対し、 当該団体の申し 出に基づき災害防止活動及び 収 

入改善活動等に 関し必要な支援を 行 う ことを目的とする 

ものであ る。 

2  収支改善推進事業の 概要 

(1) 推進団体の認定 
労災保険における 収支改善のために 自主的な取組を 
推進しょうとする 業界団体であ って一定の基準を 満た 

すものは、 収支改善計画、 事務処理体制、 当該団体の 
概要等を示す 書類を、 厚生労働省労働基準局長 ( 以下 
「本省局長」 という。 ) に予め提出する。 

本省局長は、 提出書類を審査した 結果、 本収支改善 
推進事業における 活動を適切に 実施し得ると 判断した 
場合、 当該団体を収支改善のために 事業を推進する 団 
体 ( 以下「推進団体」という。 ) として認定する。 
認定期間は原則として 3 年度間とし、 再認、 定を行 う 

  
新 

1  日 日付 

収支均衡を図り 収支を改善させるためには 料 率の引き 
上げによる対応のみでは 限界があ り、 業界団体の自主的 

取組による収支改善活動をより 一層推進していくことが 

強く求められることから、 業界内の問題を 積極的に受け 
止め対策を講じて 活動を展開して 行こ う とする業界団体 
に対し、 当該団体の申し 出に基づき災害防止活動及び 収 

入改善活動等に 関し必要な支援を 行 う ことを目的とする 
ものであ る。 

2  収支改善推進事業の 概要 

(1) 推進団体の認定 
労災保険における 収支改善のために 自主的な取組を 
推進しょうとする 業界団体であ って一定の基準を 満た 
すものは、 収支改善計画、 事務処理体制、 当該団体の 
概要等を示す 書類を、 厚生労働省労働基準局長 ( 以下 
「本省局長」 という。 ) に予め提出する。 

本省局長は、 提出書類を審査した 結果、 本収支改善 
推進事業における 活動を適切に 実施し得ると 判断した 
場合、 当該団体を収支改善のために 事業を推進する 団 
体 ( 以下「推進団体」という。 ) として認定する。 
認定期間ほ原則として 3 年度間 ( ただし、 平成 1 6 

一 山 一   



 
 

日 ｜ 新 

 
 

ことができる。 認定期間中、 推進団体は各年度ごとに 

年間の活動計画を 提出し、 また、 活動実績を報告する。 

(2) 支援の内容 
厚生労働省労働基準局 ( 以下「本省」 という。 ) は、 
推進団体に対し 指導助言及び 資料の提供を 行 う ととも 

に 、 本省局長は当該団体の 活動の中核となる 者として 

総括収支改善推進者 (1 名 ) 、 収支改善推進員 ( 原則 
2 名 ) 、 収支改善コンサルタント (1 名 ) を委嘱する。 
これらの委嘱者に 対しては活動実績に 応じて謝金を 支 

給する。 
また、 行政内部における 支援体制として、 本省内に 

関係各課の担当官により 構成する収支改善推進委員会 
を置く。 
さらに、 指導及び助言を 包括的に行 3 場として、 各 

団体ごとに収支改善対策協議会を 開催することができ 

るものとする。 

3  推進団体の認定 

(1) 推進団体の認定基準 
推進団体は 、 概ね次の基準に 該当する全国規模の 業 

界団体の中から 認定するものとする。 
ただし、 認定基準に該当する 複数の業界団体が 共同 

年 4 月 1 日より認定する 団体については 2 年度間 ) と 

し、 再認定を行 う ことができる。 認定期間中、 推進団 

体は各年度ごとに 年間の活動計画を 提出し、 また、 活 

動 実績を報告する。 

(2) 支援の内容 
厚生労働省労働基準局 ( 以下「本省」 という。 ) は 、 
推進団体に対し 指導助言及び 資料の提供を 行うととも 

に、 本省局長は当該団体の 活動の中核となる 者として 

総括収支改善推進者 (1 名 ) 、 収支改善推進員 ( 原則 
2 名 ) 、 収支改善コンサルタント (1 名 ) を委嘱する 
これらの委嘱者に 対しては活動実績に 応じて謝金を 支 

給する。 
また、 行政内部における 支援体制として、 本省内に 

関係各課の担当官により 構成する収支改善推進委員会 
を置く。 
さらに、 指導及び助言を 包括的に行 3 場として、 各 

団体ごとに収支改善対策協議会を 開催することができ 
るものとする。 

3  推進団体の認定 

(1) 推進団体の認定基準 
推進団体は 、 概ね次の基準に 該当する全国規模の 業 

界団体の中から 認定するものとする。 
ただし、 認定基準に該当する 複数の業界団体が 共同 
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新
 

して収支改善のための 組織を設けている 場合及び単一 

の業界組織が 複数の業種に 係る団体であ っても複数の 

業種に関し認定基準に 該当している 場合にあ ってはそ 

の組織状況等を 勘案して当該組織を 推進団体として 認、 

走 することができるものとする。 

イ 直近 3 年間における 当該業種の保険給付及び 特別 

支給金の額との 合計と保険料収入の 額から労働福祉 

事業費分の額を 差し引いた額との 比率 ( 以下「収支 

率 」 という。 ) が 概ね 90% 。 以上であ る業種に係る 業界 

団体であ ること 
ロ 地方の下部組織に 対し指導的立場にあ る業界団体 

であ って、 事務処理能力、 業界への影響力等から 当 
該業界団体の 取組により収支改善の 効果が期待でき 

るもの 

ハ 収支改善計画、 収支改善目標が 具体的かっ適切に 

決められているもの 

(2) 認定手続 
奉事業において 推進団体として 収支改善のための 自 

主的活動を取り 組も う とする団体は、 推進団体として 

の認定を受けるため 下記 イ から ハ に関する書類を 推進 

団体としての 活動を予定する 前年度の 2 月 10 日までに 

本省局長あ てに提出し、 認定申請 ( 様式第 1 号 ) を行 

うものとする。 
本省局長は、 認定申請に係る 書類を審査しその 結果 

を 所定の様式 ( 様式第 2 号 ) により当該団体に 通知す 

して収支改善のための 組織を設けている 場合及び単一 

の業界組織が 複数の業種に 係る団体であ っても複数の 

業種に関し 認 、 定基準に該当している 場合にあ ってはそ 

の組織状況等を 勘案して当該組織を 推進団体として 認、 

走 することができるものとする。 

イ 直近 3 年間における 当該業種の保険給付及び 特別 

支給金の額との 合計と保険料収入の 額から労働福祉 

事業費分の額を 差し引いた額との 比率 ( 以下「収支 

率 」という。 ) が 概ね 90% 以上であ る業種に係る 業界 
団体であ ること 
ロ 地方の下部組織に 対し指導的立場にあ る業界団体 

であ って、 事務処理能力、 業界への影響力等から 当 
該業界団体の 取組により収支改善の 効果が期待でき 

るもの 

ハ 収支改善計画、 収支改善目標が 具体的かっ適切に 

決められているもの 
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日 ｜ 新 

るものとする。 るものとする。 
ィ 収支改善計画 イ 収支改善計画 
収支改善のための 3 年度間の活動計画 ( 以下「 収 収支改善のための 3 年度間の活動計画 ( 以下「 収 
支 改善計画」 という。 ) は、 次の内容について 定める 支 改善計画」 という。 ) は、 次の内容について 定める 

ものとする ( 様式第 3 号 ) 。 ものとする ( 様式第 3 号 ) 。 

( ィ ) 収支等の現状と 改善目標 ( ィ ) 収支等の現状と 改善目標 
a  前年度までの 3 年間の収支状況及び 近年の災 a  前年度までの 3 年間の収支状況及び 近年の災 

告発生 ( 新規受給者数等 ) の状況 害 発生 ( 新規受給者数等 ) の状況 

b  収支悪化の原因分析 ( 災害分析、 保険料分析 ) b  収支悪化の原因分析 ( 災害分析、 保険料分析 ) 
c  3 年度間の収支改善活動により 最終年度に達 c  3 年度間の収支改善活動により 最終年度に達 

成しょうとする 目標の収支率及び 災害件数 ( 新 成しょうとする 目標の収支率及び 災害件数 ( 新 

規 受給者数 ) 規 受給者数 ) 

( 口 ) 収支改善対策 (0) 収支改善対策 
a  労働災害防止対策 a  労働災害防止対策 

b  収入増対策 ( 末 参入対策活動も 含む ) b  収入増対策 ( 末 参入対策活動も 含む ) 

c  3 年間の重点的取組実施事項及び 活動スケジ c  3 年間の重点的取組実施事項及び 活動スケジ 

ユーノ ン コール 

コ 収支改善活動の 体制 ロ 収支改善活動の 体制 

収支改善活動を 行うに当たっての 取組体制として 収支改善活動を 行 うに 当たっての取組体制として 

次の ( ィ ) から ( ハ ) のそれぞれについて、 個人の履歴と 次の (f) から ( ハ ) のそれぞれについて、 個人の履歴と 
当該団体の推薦があ ることの証を 記載するものとす 当該団体の推薦があ ることの証を 記載するものとす 

る 。 る 。 

( ィ ) 総括収支改善推進者として 予定している 者推進 ( ィ ) 総括収支改善推進者として 予定している 者推進 

団体としての 認 、 定を受けようとする 団体を指揮し 団体としての 認定を受けようとする 団体を指揮し 

3 年度間の収支改善活動を 総括する下記 4 (1) の 3 年度間の収支改善活動を 総括する下記 4 (1) の 

総括収支改善推進者としての 職務を担当する 者と 総括収支改善推進者としての 職務を担当する 者と 

一 4 一       



日 ｜ 
新 

して当該団体が 推薦する者の 氏名 (1 名、 様式 第 
4 号 ) 

( ロ ) 収支改善推進員として 予定している 者 

推進団体としての 認定を受けようとする 団体が 
定める収支改善計画を 具体化し実行する 下記 4 

(2) の収支改善推進員としての 職務を担当する 者 
として当該団体が 推薦する者の 氏名 (6 名まで 推 
薦可 、 様式第 5 号 ) 

( ハ ) 収支改善コンサルタントとして 予定している 者 

推進団体としての 認定を受けようとする 団体が 
収支改善のための 取組を実施するに 当たり技術的 
支援をする下記 4 (3) の収支改善コンサルタント 
としての職務を 担当する者として 当該団体が推薦 
する者の氏名 (1 名、 様式第 6 号 ) 
なお、 収支改善コンサルタントは、 安全管理士 

衛生管理士、 労働安全コンサルタント、 労働衛生 
コンサルタント 等安全衛生問題に 関し、 高い学識 

経験を有している 者の中から推薦するものとする。 
ハ 業界団体の組織に 関する書類 

業界団体の組織に 関する次の事項を 記載するもの 
とする ( 様式 第 1 号 ) 。 
( ィ ) 業界団体の組織構成 ( 組織 図 、 各々の役割 ) 

(D) 業界団体の構成規模 ( 会員事業数、 労働者数、 
組織率 ) 

( ハ ) 地方支部組織の 体制の概要 ( 地方支部数、 地方 

支部の組織 図 、 会員事業数 ) 

一 5 一 

して当該団体が 推薦する者の 氏名 (1 名 、 様式第 
4 号 ) 

( 口 ) 収支改善推進員として 予定している 者 

推進団体としての 認定を受けようとする 団体が 
定める収支改善計画を 具体化し実行する 下記 4 

(2) の収支改善推進員としての 職務を担当する 者 
として当該団体が 推薦する者の 氏名 (8 名まで推 
薦 可 、 様式第 5 号 ) 

い ) 収支改善コンサルタントとして 予定している 者 

推進団体としての 認定を受けようとする 団体が 

収支改善のための 取組を実施するに 当たり技術的 
支援をする下記 4 (3) の収支改善コンサルタント 
としての職務を 担当する者として 当該団体が推薦 
する者の氏名 (1 名、 様式第 6 号 ) 
なお、 収支改善コンサルタントは、 安全管理士 

衛生管理士、 労働安全コンサルタント、 労働衛生 
コンサルタント 等安全衛生問題に 関し、 高い学識 

経験を有している 者の中から推薦するものとする。 
ハ 業界団体の組織に 関する書類 

業界団体の組織に 関する次の事項を 記載するもの 
とする ( 様式 第 1 号 ) 。 
( ィ ) 業界団体の組織構成 ( 組織 図 、 各々の役割 ) 

(p) 業界団体の構成規模 ( 会員事業数、 労働者数、 
組織率 ) 

( ハ ) 地方支部組織の 体制の概要 ( 地方支部数、 地方 

支部の組織 図 、 会員事業数 ) 



日 ｜ 新 

( こ ) これまで組織強化として 取り組んだ活動内容及 

び地方支部への 指導内容の概要 

(3) 認定期間等 
認定期間は原則として 3 年度間とし、 再認定を行 う 

ことができるものとする。 

ただし、 認定を受けた 推進団体が 3 年度間の途中に 

認定 取 消の申請を行 い ( 様式第 7 号 ) 本省局長が認定 

の 継続は困難と 判断したとき、 又は、 下記 5 (2) ロの 

収支改善計画推進状況報告及び 4 (4) の 1 年間の活動 
実績等から判断して 認定の継続は 適当でないと 本省局 

長が認めた場合には、 3 年度間の認定期間の 途中であ 

っても認定を 取り消すことがあ る ( 様式第 8 号 ) 。 

4  推進団体における 収支改善活動体制 

本省局長は推進団体における 収支改善活動を 中心とな 

って推進する 者に対し収支改善業務を 委嘱することとし、 

推進団体は委嘱のあ った者を中核とした 活動体制を整え、 

業界の収支改善のための 取組を実施していくものとする。 

特に、 安全衛生問題に 関し、 高い学識経験を 有してい 

る者の中から 本省局長が委嘱する 収支改善コンサルタン 

トについては、 推進団体が行う 収支改善活動に 対し行政 

との連携を図りながら 指導及び援助を 行 う ものとし、 推 

退団体は収支改善コンサルタントを 積極的に活用して 収 

支改善のための 取組を実施していくものとする。 

に ) これまで組織強化として 取り組んだ活動内容及 

び地方支部への 指導内容の概要 

(3) 認定期間等 
認定期間は原則として 3 年度間とし、 再認 " 定を行う 

ことができるものとする。 

ただし、 認定を受けた 推進団体が 3 年度間の途中に 
認定散消の申請を 行い ( 様式第 7 号 ) 本省局長が認定 

の継続は困難と 判断したとき、 又は、 下記 5 (2) ロの 

収支改善計画推進状況報告及び 4 (4) の 1 年間の活動 
実績等から判断して 認定の継続は 適当でないと 本省局 

長が認めた場合にほ、 3 年度間の認定期間の 途中であ 

っても認定を 取り消すことがあ る ( 様式第 8 号 ) 。     
4  推進団体における 収支改善活動体制 

本省局長は推進団体における 収支改善活動を 中心とな 

って推進する 者に対し収支改善業務を 委嘱することとし、 

推進団体は委嘱のあ った者を中核とした 活動体制を整え、 

業界の収支改善のための 取組を実施していくものとする。 
特に、 安全衛生問題に 関し、 高い学識経験を 有してい 

る者の中から 本省局長が委嘱する 収支改善コンサルタン 

トについては、 推進団体が行う 収支改善活動に 対し行政 

との連携を図りながら 指導及び援助を 行うものとし、 推 
進 団体は収支改善コンサルタントを 積極的に活用して 収 

支改善のための 取組を実施していくものとする。 

一 6 一     



日 ｜ 新 

(1) 総括収支改善推進者 
イ 職務内容 
総括収支改善推進者は、 当該推進団体が 収支改善 
のために取り 組む活動を総括して 推進していく 責任 

者であ り、 主に次の事項に 関する職務を 行 う ものと 

する。 
( ィ ) 上記 3 (2) イの 収支改善計画及び 下記 5 の年間 
計画の策定 
(p) 災害要因分析及び 労災保険料に 関する分析 
( ハ ) 収支改善コンサルタントからの 助言を得て行 う 

収支改善推進員に 対する指示 

に ) 地方支部責任者に 対する指導 

㎝ ) 本省局長への 各種報告及び 収支改善対策協議会 
への出席 
( へ ) その他収支改善に 関し総括して 推進していく 上 

で 必要な事項等 

ロ 委嘱手続き 

( ィ ) 本省局長は、 様式第 4 号により推薦のあ った 書 

類等を審査し、 推進団体が自主的に 行う収支改善 
対策の活動に 関し、 当該団体と行政との 連携を強 
化し当該活動を 総括して推進する 者としてふさわ 

しいと認める 者を、 各団体の総括収支改善推進者 
として委嘱するものとする。 

( ロ ) 委嘱は、 総括収支改善推進者委嘱 状 ( 様式第 9 
号 ) の交付によって 行 う ものとし、 委嘱の期間は、 

委嘱を行お う とする者の属する 推進団体の事業 期 

(1) 総括収支改善推進者 
ィ 職務内容 
総括収支改善推進者は、 当該推進団体が 収支改善 
のために取り 組む活動を総括して 推進していく 責任 

者であ り、 主に次の事項に 関する職務を 行 う ものと 

する。 
( ィ ) 上記 3 (2) イの 収支改善計画及び 下記 5 の年間 
計の策定 
(p) 災害要因分析及び 労災保険料に 関する分析 
( ハ ) 収支改善コンサルタントからの 助言を得て行う 

収支改善推進員に 対する指示 

(=,) 地方支部責任者に 対する指導 
( 木 ) 本省局長への 各種報告及び 収支改善対策協議会 
への出席 
( へ ) その他収支改善に 関し総括して 推進していく 上 

で 必要な事項等 

ロ 委嘱手続き 

( ィ ) 本省局長は、 様式第 4 号により推薦のあ った 書 

類等を審査し、 推進団体が自主的に 行 う 収支改善 
対策の活動に 関し、 当該団体と行政との 連携を強 
化し当該活動を 総括して推進する 者としてふさわ 
しいと認、 める者を、 各団体の総括収支改善推進者 
として委嘱するものとする。 
( 皿 ) 委嘱 は 、 総括収支改善推進者委嘱 状 ( 様式第 9 

号 ) の 交付によって 行うものとし、 委嘱の期間は 、 

委嘱を行お う とする者の属する 推進団体の事業 期 
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間 と同一とする。 
なお、 総括収支改善推進者に 委嘱された者が 委 

嘱期間満了前に 辞任しょうとするときは、 本省局 

長あ てに辞任 届 ( 様式第 10 号 ) を提出し、 書面 ( 
様式第 11 号 ) により本省局長の 承諾を得るものと 

する。 

( ハ ) 総括収支改善推進者は、 当年度の具体的な 活動   
計画を下記 5 の「年間計画」 と合わせて 4 月末日 

までに本省局長あ てに提出するものとする ( 様式 

第 16 号 ) 。 

(2) 収支改善推進員 
ィ 職務内容 

収支改善推進員は、 総括収支改善推進者の 指示を 

受け収支改善計画及び 年間計画を具体化し 実施して 
いく実行者として、 主に次の事項を 行うものとする。 

( ィ ) 下記 5 の年間計画の 策定参画 

(p) 地方支部及び 会員事業場の 指導、 パトロールの 
実施 
( ハ ) 当該団体に属さない 末 参入事業場に 対する収支 

改善対策の啓蒙活動 

( こ ) 本省局長への 各種報告及び 収支改善対策協議会 

への出席 

間 と同一とする。 

い ) 総括収支改善推進者に 委嘱された者が 委嘱期間   
満了前に辞任しょうとするときは、 本省局長あ て 

に辞任 届 ( 様式第 10 号 ) を提出し、 書面 ( 様式 第 

11 号 ) により本省局長の 承諾を得るものとする。 
ただし、 総括収支改善者に 委嘱された者が 死亡 

等により自ら 辞任届を提出できない 場合において 

は、 当該推進団体を 代表する者がその 事実を証明 

できる書類を 本省局長あ てに提出するものとする。 

(@0) 総括収支改善推進者は、 当年度の具体的な 活動   
計画を下記 5 の「年間計画」 と合わせて 4 月末日 

までに本省局長あ てに提出するものとする ( 様式 

第 16 号 ) 。 

(2) 収支改善推進員 
イ 職務内容 

収支改善推進員は、 総括収支改善推進者の 指示を 

受け収支改善計画及び 年間計画を具体化し 実施して 

いく実行者として、 主に次の事項を 行 う ものとする。 

( ィ ) 下記 5 の年間計画の 策定参画 

(0) 地方支部及び 会員事業場の 指導、 パトロールの 
実施 

( ハ ) 当該団体に属さない 末 参入事業場に 対する収支 

改善対策の啓蒙活動   

( こ ) 本省局長への 各種報告及び 収支改善対策協議会 

への出席 
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( へ ) その他収支改善計画を 実施していく 上で必要な   
事項等 

ロ 委嘱手続き 

( ィ ) 本省局長は、 様式第 5 号により推薦のあ った 書 

類等を審査し、 推進団体の地方支部及び 会員事業 
場に対し指導及 び末 参入事業場に 対する指導を 行 

わせるため、 推進団体が推薦した 者が適任であ る 

と認める場合には、 その者を収支改善推進員とし 

て 委嘱するものとする。 

委嘱は原則 2 名までとするが、 当該団体の実情 
等にかんがみ 必要な活動を 展開していく 上で不可 

欠であ ると本省局長が 認める場合には 6 名まで 収 

支 改善推進員として 委嘱することができるものと 

する。 
( 皿 ) 委嘱は、 本省局長が委嘱を 行お う とする者に収 

支改善推進員委嘱 状 ( 様式第 12 号 ) の交付によっ 

て 行 う ものとし、 委嘱の期間は、 委嘱を行お う と 

する者の属する 推進団体の事業期間と 同一とする。 

なお、 収支改善推進員に 委嘱された者が 委嘱期 

間満了前に辞任しょうとするときは、 本省局長あ 

てに辞任 届 ( 様式第 10 号 ) を提出し、 書面 ( 様式 
第 lH 号 ) により本省局長の 承諾を得るものとする。 

ひ ) その他収支改善計画を 実施していく 上で必要な   
事項等 

ロ 委嘱手続き 

( ィ ) 本省局長は、 様式第 5 号により推薦のあ った 書 

類等を審査し、 推進団体の地方支部及び 会員事業 
場に対し指導及び 末 参入事業場に 対する指導を 行 

わせるため、 推進団体が推薦した 者が適任であ る 

と認める場合には、 その者を収支改善推進員とし 

て 委嘱するものとする。 
委嘱は原則 2 名までとするが、 当該団体の実情 
等にかんがみ 必要な活動を 展開して い く上で不可 

欠であ ると本省局長が 認める場合には 8 名まで 収 

支 改善推進員として 委嘱することができるものと 

する。 
(0) 委嘱は、 本省局長が委嘱を 行お う とする者に収 
支改善推進員委嘱 状 ( 様式第 12 号 ) の交付によっ 
て 行 う ものとし、 委嘱の期間は、 委嘱を行お う と 

する者の属する 推進団体の事業期間と 同一とする。 
( ハ ) 収支改善推進員に 委嘱された者が 委嘱期間満了   
前に辞任しょうとするときは、 本省局長あ てに辞 

任 届 ( 様式第 10 号 ) を提出し、 書面 ( 様式第 11 号 ) 
により本省局長の 承諾を得るものとする。 
ただし、 収支改善推進員に 委嘱された者が 死亡 

等により自ら 辞任届を提出できない 場合において 
は、 当該推進団体を 代表する者がその 事実を証明 

できる書類を 本省局長あ てに提出するものとする。 
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  日 ｜   新   

ハ ( ) 収支改善推進員は、 当年度の具体的な 活動計画 
を下記 5 の「年間計画」 と合わせて 4 月末日まで 

に本省局長あ てに提出するものとする ( 様式第 16 
号 ) 。 

(3) 収支改善コンサルタント 
イ 職務内容 

収支改善コンサルタントは、 収支改善に関して 開 

催する会議等 ( 安全衛生委員会等 ) に出席し専門技 
術的な観点から 次の事項について 指導及び助言を 行 

う ほか、 下記 8 の業務を行 う ものとする。 

( ィ ) 上記 3 (2) イの 収支改善計画及び 下記 5 の年間 
計画の策定及び 推進に関する 事項 

(p) 災害要因分析及び 収支分析に関する 事項 
( ハ ) 収支改善の活動方法に 関する事項 
に ) その他労働災害防止に 関して必要な 技術的事項 

ロ 委嘱手続き 

( ィ ) 本省局長は、 様式第 6 号により推薦のあ った書 
類等を審査し、 推進団体が自主的に 行 う 収支改善 
対策に関する 専門技術的事項について 指導及び 助 

言を行わせるため、 推進団体が推薦した 者が適任 
であ ると認める場合には、 個々の団体ごとに 収支 

改善コンサルタントを 委嘱するものとする。 

( ロ ) 委嘱 は 、 本省局長が委嘱を 行おうとする 者に収 
支 改善コンサルタント 委嘱 状 ( 様式第 13 号 ) の交 
付によって行 う ものとし、 委嘱の期間は、 委嘱を 

に ) 収支改善推進員は、 当年度の具体的な 活動計画   
を下記 5 の「年間計画」 と合わせて 4 月末日まで 

に本省局長あ てに提出するものとする ( 様式第 16 
号 ) 。 

(3) 収支改善コンサルタント 
イ 職務内容 
収支改善コンサルタントは、 収支改善に関して 開 

催する会議等 ( 安全衛生委員会等 ) に出席し専門技 
術的な観点から 次の事項について 指導及び助言を 行 

うほか、 下記 8 の業務を行うものとする。 

( ィ ) 上記 3 (2) イの 収支改善計画及び 下記 5 の年間 
計画の策定及び 推進に関する 事項 

(p) 災害要因分析及び 収支分析に関する 事項 
( ハ ) 収支改善の活動方法に 関する事項 
(=-) その他労働災害防止に 関して必要な 技術的事項 
ロ 委嘱手続き 

( ィ ) 本省局長は、 様式第 6 号により推薦のあ った書 
類等を審査し、 推進団体が自主的に 行 う 収支改善 
対策に関する 専門技術的事項について 指導及び助 
言を行わせるため、 推進団体が推薦した 者が適任 
であ ると認める場合には、 個々の団体ごとに 収支 

改善コンサルタントを 委嘱するものとする。 

( 口 ) 委嘱は、 本省局長が委嘱を 行お う とする者に収 
支改善コンサルタント 委嘱 状 ( 様式 第 13 号 ) の 交 
付 によって行 う ものとし、 委嘱の期間は、 委嘱を 
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行お う とする者の属する 推進団体の事業期間と 同 

一とする。 
なお、 収支改善コンサルタントに 委嘱された者 

が委嘱期間満了前に 辞任しょうとするときは、 本 

省 局長あ てに辞任 届 ( 様式第 10 号 ) を提出し、 書 
面 ( 様式第 11 号 ) により本省局長の 承諾を得るも 

のとする。 

( ハ ) 収支改善コンサルタントは、 当年度の具体的な 活動   
計画書を 4 月末日までに 本省局長あ てに提出するもの 

とする ( 様式第 14 号 ) 。 

(4) 活動実績の報告 
総括収支改善推進者、 収支改善推進員及び 収支改善 
コンサルタントは、 当年度における 一年間の活動実績 

を次年度の 4 月 5 日までに本省局長あ て報告するもの 

とする ( 総括収支改善推進者及び 収支改善推進員 は つ 
いては下記 5 の報告と合わせた 様式第 17 号、 収支改善 

コンサルタントについては 第 15 号 ) 。 

また、 総括収支改善推進者、 収支改善推進員及び 収 
支改善コンサルタントは、 原則として一月ごとに 謝金 

支払いのために 必要な書類を 本省局長あ て提出するも 

行お う とする者の属する 推進団体の事業期間と 同 

一とする。 
( ハ ) 収支改善コンサルタントに 委嘱された者が 委嘱   
期間満了前に 辞任しょうとするときは、 本省局長 

あ てに辞任 届 ( 様式第 10 号 ) を提出し、 書面 ( 様 
式第 11 号 ) により本省局長の 承諾を得るものとす 

る。 
ただし、 収支改善コンサルタントに 委嘱された 

者が死亡等により 自ら辞任届を 提出できない 場合 

においては、 当該推進団体を 代表する者がその 事 

実を証明できる 書類を本省局長あ てに提出するも 

のとする。 
( 二 ) 収支改善コンサルタントは、 当年度の具体的な   
活動計画書を 4 月末日までに 本省局長あ てに提出 

するものとする ( 様式第 14 号 ) 。 

(4) 活動実績の報告 
総括収支改善推進者、 収支改善推進員及び 収支改善 
コンサルタントは、 当年度における 一年間の活動実績 

を次年度の 4 月 5 日までに本省局長あ て報告するもの 

とする ( 総括収支改善推進者及び 収支改善推進員 は つ 

いては下記 5 の報告と合わせた 様式第 17 号、 収支改善 
コンサルタントについては 第 15 号 ) 。 

また、 総括収支改善推進者、 収支改善推進員及び 収 
支 改善コンサルタントは、 原則として一月ごとに 謝金 

支払いのために 必要な書類を 本省局長あ て提出するも 
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のとする ( 別 添の謝金支払規程に 従 ，フ と ) 0 

5  年間計画 

(1) 年間計画の策定等 
推進団体として 認定されたときほ、 労災保険の収支 

内容とする年間計画を 策定するものとする。 年間計画 
は、 原則として各年度の 4 月末日までに 本省局長あ て 

提出するものとする ( 様式 第 W6 号 ) 。 
なお、 年間計画は収支改善コンサルタントの 指導及 

び助言をもとに 策定するものとする。 

イ 年間の重点的取組実施事項 

ロ 地方支部への 強化指導活動の 内容 
ハ 当該団体に属さない 事業主に対する 収支改善対策 
の啓蒙指導 

二 講習会における 講師派遣や専門的分析等の 依頼な 
  

  ホ その他収支改善に 関し必要な事項等 
ど 本省に対し希望する 指導・援助の 内容 

(2) 収支改善対策実施状況報告 
推進団体は、 当年度における 収支改善対策実施状況 
をとりまとめ、 次年度の 4 月 5 日までに本省局長あ て 
収支改善計画推進状況報告 ( 様式 第 m7 号 ) により報告 
するものとする。 

6  行政側の支援等 

斯 のとする ( 別 添の謝金支払規程に 従 う と ） 

5  年間計画 

(1) 年間計画の策定等 
推進団体として 認定されたときは、 労災保険の収支 
内容とする年間計画を 策定するものとする。 年間計画 
は、 原則として各年度の 4 月末日までに 本省局長あ て 

提出するものとする ( 様式第 16 号 ) 。 
なお、 年間計画は収支改善コンサルタントの 指導及 
び助言をもとに 策定するものとする。 

イ 年間の重点的取組実施事項 

ロ 地方支部への 強化指導活動の 内容 
ハ 当該団体に属さない 事業主に対する 収支改善対策 
の啓蒙指導 

白下における 講師派遣や専門的分析等の 依頼 笠ュ 一 一 議羽ム 。 

本省に対し希望する 指導・援助の 内容 

ホ その他収支改善に 関し必要な事項等 

(2) 収支改善対策実施状況報告 
推進団体は、 当年度における 収支改善対策実施状況 
をとりまとめ、 次年度の 4 月 5 日までに本省局長あ て 
収支改善計画推進状況報告 ( 様式第 17 号 ) により報告 
するものとする。 

6  行政側の支援等 
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新
 

(1) 本省における 支援 
推進団体が自主的に 取り組む収支改善活動の 円滑な 

実施を支援するため、 本省は次の指導及び 援助等を行 

  
イ 収支改善目標の 設定等に係る 収支状況の数字デー 

タの提供 
ロ 講習会の開催や 講師派遣等について 協力依頼があ 

った場合における 必要な援助 

ハ 各種会議での 収支改善計画 スは 年間計画及び 活動 

状況に係る指導 

ニ その他収支改善推進事業の 円滑な実施に 当たって 

必要な指導・ 援助 

(2) 謝金の支給 

総括収支改善推進者、 収支改善推進員及び 収支改善 
コンサルタントが 4 (4) により提出した 一月ごとの 活 
動 実績の報告に 基づき、 本省局長は委嘱業務に 係る謝 

金を別添の謝金支払規程により 支給するものとする。 

ただし、 総括収支改善推進者については 年間 2Q 万円、 

収支改善推進員 は ついては一名にっき 年間 30 万円、 収 
支 改善コンサルタントについては 年間 50 万円をもって 

謝金の上限額とする。 

(3) 推進団体からの 指導・援助の 申し込み 
推進団体が労働基準行政に 対し指導及び 援助等を求 

(1) 本省における 支援 
推進団体が自主的に 取り組む収支改善活動の 円滑な 

実施を支援するため、 本省は次の指導及び 援助等を行 

フ 。 

イ 収支改善目標の 設定等に係る 収支状況の数字デー 

タの提供 
ロ 講習会の開催や 講師派遣等について 協力依頼があ 

った場合における 必要な援助 

ハ 各種会議での 収支改善計画又は 年間計画及び 活動 

状況に係る指導 
二 その他収支改善推進事業の 円滑な実施に 当たって 

必要な指導・ 援助 

(2) 謝金の支給 

総括収支改善推進者、 収支改善推進員及び 収支改善 
コンサルタントが 4 (4) により提出した 一月ごとの 活 
動 実績の報告に 基づき、 本省局長は委嘱業務に 係る謝 

金を別添の謝金支払規程により 支給するものとする。 

ただし、 総括収支改善推進者については 年間 20 万円、 

収支改善推進員 は ついては一名 は つき年間 30 万円、 収 
支 改善コンサルタントについては 年間 50 万円をもって 

謝金の上限額とする。 

(3) 推進団体からの 指導，援助の 申し込み 
推進団体が労働基準行政に 対し指導及び 援助等を求 
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めようとするときほ、 所定の様式 ( 様式第 18 号 ) によ 

り本省労災補償部労災管理課労災保険財政数理室 ( 以 

下「本省数理室」 という。 ) にその申込みを 行 う ことが 

できるものとする。 

めようとするときは、 所定の様式 ( 様式第 18 号 ) によ 

り本省労災補償部労災管理課労災保険財政数理室 ( 以 
下「本省数理室」 という。 ) にその申込みを 行 う ことが 

できるものとする。 

7  行政内部の体制 

(1) 本省における 体制 ( 収支改善対策推進委員会 ) 
推進団体の認定を 受けようとして 改善対象業種に 係 

る 業界団体から 提出のあ った書類の審査及び 重点指導 
事項の決定等を 行 う ため、 次により、 本省に収支改善 

対策推進委員会 ( 以下「本省推進委員会」 という。 ) を 

設置する。 

イ 構 成 
本省推進委員会は、 労災管理課長を 統括者とし、 
労働保険徴収 課 、 監督 課 、 労災管理課、 補償 課 、 計 

画課、 安全課、 労働衛生課、 化学物質調査課及び 賃 

金時間諜の各担当官を 構成員 ( 以下「担当官」 とい 

う。 ) とする。 

ロ 本省推進委員会の 業務 

( ィ ) 推進団体の認定を 受けようとして 提出のあ った 

書類の審査 
( Ⅱ ) 推進団体に対する 重点指導事項の 決定 
( ハ ) 推進団体の活動状況の 総括評価 

( 二 ) その他運営に 関し必要な事項についての 協議 
ハ 会 議 

7  行政内部の体制 

(1) 本省における 体制 ( 収支改善対策推進委員会 ) 
推進団体の認定を 受けようとして 改善対象業種に 係 

る業界団体から 提出のあ った書類の審査及び 重点指導 
事項の決定等を 行 う ため、 次により、 本省に収支改善 

  対策推進委員会 ( 以下「本省推進委員会」という。 ) を 
設置する。 

イ 構 成 

  本省推進委員会は、 労災管理課長を 統括者とし、 
労働保険徴収 課 、 監督 課 、 労災管理課、 補償 課 、 計 

画課、 安全課、 労働衛生課、 化学物質調査課及び 賃 
  金時間諜の各担当官を 構成員 ( 以下「担当官」 とい 

う。 ) とする。 

ロ 本省推進委員会の 業務 

( ィ ) 推進団体の認定を 受けようとして 提出のあ った 

書類の審査 

(p) 推進団体に対する 重点指導事項の 決定 
( ハ ) 推進団体の活動状況の 総括評価 

(=.) その他運営に 関し必要な事項についての 協議 
ハ 会 議 
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日 ｜ 

本省推進委員会は 必要に応じて 担当官による 会議 

を開催することとする。 
統括者は、 ロの 業務を行 うに 当たり必要があ ると 

認 。 めるときは本省推進委員会の 担当官を招集して 会 

議 を行 う ことができるものとする。 

二 統括代理 

本省数理室室長は・ 統括者を代理するものとする 
ホ 庶務及び連絡窓口 

本省推進室の 庶務及び推進団体からの 相談又は指 

導依頼等に係る 連絡窓口は、 本省数理室において 行 

う ものとする。 

(2) 収支改善対策協議会 
労災管理課長は、 推進団体の指導等を 行 う ため必要 

があ ると認めるときは、 総括収支改善推進者、 収支改 
善推進員、 収支改善コンサルタント 及びその他担当官 

を 召集して次の 事項について 収支改善のための 対策協 

議会 ( 以下「収支改善対策協議会」 という。 ) を開催す 
ることができる。 

イ 協議事項 

( ィ ) 推進団体から 提出された収支改善計画及び 年間 

計画に対する 指導 

(0) 収支改善計画及び 年間計画の実施状況の 確認及 
び実施状況を 踏まえた計画の 推進のための 指導 

くノト Ⅰ推進団体が 行った活動実施結果の 評価 

く 。 Ⅰその他収支改善に 関し必要な事項等 

新
 

本省推進委員会は 必要に応じて 担当官による 会議 

を開催することとする。 
統括者は、 ロの 業務を行りに 当たり必要があ ると 

認、 めるときは本省推進委員会の 担当官を招集して 会 

議 を行 う ことができるものとする。 

二 統括代理 

本省数理室室長は、 統括者を代理するものとする 
ホ 庶務及び連絡窓口 

本省推進室の 庶務及び推進団体からの 相談又は指 

導依頼等に係る 連絡窓口は、 本省数理事において 行 

う ものとする。 

(2) 収支改善対策協議会 
労災管理課長は、 推進団体の指導等を 行 う ため必要 

があ ると認めるときは、 総括収支改善推進者、 収支改 

善推進員、 収支改善コンサルタント 及びその他担当官 
を 召集して次の 事項について 収支改善のための 対策協 

議会 ( 以下「収支改善対策協議会」 という。 ) を開催す 
ることができる。 

イ 協議事項 

( ィ ) 推進団体から 提出された収支改善計画及び 年間 

計画に対する 指導 

(p) 収支改善計画及び 年間計画の実施状況の 確認及 
び実施状況を 踏まえた計画の 推進のための 指導 

( ⅠⅡ ) 推進団体が行った 活動実施結果の 評価 

(") その他収支改善に 関し必要な事項等 
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ロ 開催手続き 

収支改善協議会を 開催するときは、 少なくても 2 

ケ 月以上前に対象となる 推進団体に対し 開催通知を 

行 う ものとする ( 様式第 19 号 ) 。 通知を行 うに 当た 
り 、 収支改善対策協議会用の 資料を推進団体に 用意 

するよ う 指示を行 う ことができるものとする。 

ニ 庶 務 

収支改善協議会の 庶務は、 本省数理事において 行 

ぅ ものとする。   
8  収支改善コンサルタントと 労働基準行政との 連携 

本省局長が委嘱する 収支改善コンサルタントは、 推進 

団体の活動状況及び 業界の実態等を 専門的な視点から 分 

析し 推進団体が効果的な 活動を展開していける よう、 本 省 との連携を図りながら 次の業務を行 フ ， も の と する。 
(1) 本省推進委員会への 出席 
本省推進委員会の 総括者は必要と 認、 めるとき本省推 

進委員会の会議に 収支改善コンサルタントを 出席させ、 
推進団体の活動状況及び 業界の実態等を 聴取したうえ 

推進団体の指導のあ り方等について 必要な指示を 行 う 

ことができるものとする。 
また、 収支改善コンサルタントは 必要に応じて 本省 

数理事と連携を 図り、 推進団体の効果的な 活動のあ り 

方等について 意見交換を行 う ものとする。 
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8  収支改善コンサルタントと 労働基準行政との 連携 

本省局長が委嘱する 収支改善コンサルタント は 、 推進 

団体の活動状況及び 業界の実態等を 専門的な視点から 分 

析し 推進団体が効果的な 活動を展開していけるよ う、 本 

省 との連携を図りながら 次の業務を行 う ものとする。 

(1) 本省推進委員会への 出席 
本省推進委員会の 総括者は必要と 認、 めるとき本省推 

進委員会の会議に 収支改善コンサルタントを 出席させ、 

推進団体の活動状況及び 業界の実態等を 聴取した ぅえ 

推進団体の指導のあ り方等について 必要な指示を 行 う 

ことができるものとする。 
また、 収支改善コンサルタントは 必要に応じて 本省 

数理室と連携を 図り、 推進団体の効果的な 活動のあ り 

方等について 意見交換を行 う ものとする。 
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  日 ｜   新   

(2) 推進団体に対する 指導・援助 
本省推進委員会の 会議における 指示及び本省数理室 

との意見交換等を 踏まえ、 収支改善コンサルタントは 

推進団体が作成する 収支改善計画、 年間計画及びその 
活動内容等について 必要な指導及び 援助を行 う ものと 

する。 

(3) 地方支部及び 個別事業場に 対する指導・ 援助 
収支改善コンサルタントは、 効果的な収支改善活動 
を推進していく 上で必要と認、 めるときは推進団体の 地 

方支部及び個別事業場に 対して直接指導及び 援助を行 

ぅ ことができるものとする。 

また、 個月り 事業場において 発生した労働災害を 分析 

する必要があ るとき、 現地に赴き必要な 調査を行 う こ 

とができるものとする。 

(4) 本省への報告事項 
収支改善コンサルタントが 本事業における 職務遂行 

の過程で知り 得た事項で今後の 収支改善活動の 推進に 

当たって重要となる 事項についてほ、 本省数理室に 所 

定の様式 ( 第 20 号 ) より報告することとする。 

収支改善コンサルタントからの 報告を受け、 本省数 

理室は報告内容について 担当官等との 協議の上、 推進 

団体の当該活動を 改善させる必要があ る、 あ るいは 先 

進 的な活動として 他の推進団体に 普及する必要があ る 

等の判断を行 い 必要な対応をするものとする。 

(2) 推進団体に対する 指導。 援助 
本省推進委員会の 会議における 指示及び本省数理室 

との意見交換等を 踏まえ、 収支改善コンサルタントは 

推進団体が作成する 収支改善計画、 年間計画及びその 
活動内容等について 必要な指導及び 援助を行 う ものと 

する。 

(3) 地方支部及び 個別事業場に 対する指導・ 援助 
収支改善コンサルタントは、 効果的な収支改善活動 
を推進していく 上で必要と認めるときほ 推進団体の地 

方支部及び個別事業場に 対して直接指導及び 援助を行 
ぅ ことができるものとする。 

また、 個別事業場において 発生した労働災害を 分析 

する必要があ るとき、 現地に赴き必要な 調査を行 うこ 

とができるものとする。 

(4) 本省への報告事項 
収支改善コンサルタントが 本事業における 職務遂行 

の過程で知り 得た事項で今後の 収支改善活動の 推進に 

当たって重要となる 事項については、 本省数理室に 所 

定の様式 ( 第 20 号 ) より報告することとする。 

収支改善コンサルタントからの 報告を受け、 本省数 

理室は報告内容について 担当官等との 協議の上、 推進 

団体の当該活動を 改善させる必要があ る、 あ るいは 先 

進 的な活動として 他の推進団体に 普及する必要があ る 

等の判断を行い 必要な対応をするものとする。 
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I  目 的 

収支均衡を図り 収支を改善させるためにほ 料 率の引き上げによる 対応のみでほ 限 

界があ り、 業界団体の自主的取組による 収支改善活動をより 一層推進していくこと 

が 強く求められることから、 業界内の問題を 積極的に受け 止め対策を講じて 活動を 

展開して行こ う とする業界団体に 対し、 当該団体の申し 出に基づき災害防止活動度 

び 収入改善活動等に 関し必要な支援を 行 う ことを目的とするものであ る。 

2  収支改善推進事業の 概要 

(1) 推進団体の認定 

労災保険における 収支改善のために 自主的な取組を 推進しょうとする 業界団体 

であ って一定の基準を 満たすものは、 収支改善計画、 事務処理体制、 当該団体の 

概要等を示す 書類を、 厚生労働省労働基準局長 ( 以下「本省局長」という。 ) に 予 

め 提出する。 

本省局長は、 提出書類を審査した 結果、 本収支改善推進事業における 活動を適 

切に実施し得ると 判断した場合、 当該団体を収支改善のために 事業を推進する 団 

体 ( 以下「推進団体」 という。 ) として認定する。 

認定期間は原則として 3 年度間 ( ただし、 平成 1 6 年 4 月 1 日より認定する 団 

体については 2 年度間 ) とし、 再認定を行 う ことができる。 認定期間中、 推進 団 

体は各年度ごとに 年間の活動計画を 提出し、 また、 活動実績を報告する。 

(2) 支援の内容 

厚生労働省労働基準局 ( 以下「本省」という。 ) は、 推進団体に対し 指導助言及 

び 資料の提供を 行うとともに、 本省局長は当該団体の 活動の中核となる 者として 

総括収支改善推進者 (1 名 ) 、 収支改善推進員 ( 原則 2 名 ) 、 収支改善コンサル 

タント (1 名 ) を委嘱する。 これらの委嘱者に 対しては活動実績に 応じて謝金を 

支給する。 

また、 行政内部における 支援体制として、 本省内に関係各課の 担当官により 構 

成する収支改善推進委員会を 置く。 

さらに、 指導及び助言を 包括的に行 3 場として、 各団体ごとに 収支改善対策協 

議会を開催することができるものとする。 

3  推進団体の認定 

(1) 推進団体の認定基準 

推進団体は 、 概ね次の基準に 該当する全国規模の 業界団体の中から 認定するも 

のとする。 

ただし、 認定基準に該当する 複数の業界団体が 共同して収支改善のための 組織 
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を 設けている場合及び 単一の業界組織が 複数の業種に 係る団体であ っても複数の 

業種に関し認定基準に 該当している 場合にあ ってば、 その組織状況等を 勘案して 

当該組織を推進団体として 認定することができるものとする。 

イ 直近 3 年間における 当該業種の保険給付及び 特別支給金の 額との合計と 保険 

料収入の額から 労働福祉事業費分の 額を差し引いた 額との比率 ( 以下「収支 

率 」という。 ) が 概ね 90% 以上であ る業種に係る 業界団体であ ること 

ロ 地方の下部組織に 対し指導的立場にあ る業界団体であ って、 事務処理能力、 

業界への影響力等から 当該業界団体の 取組により収支改善の 効果が期待できる 

もの 

ハ 収支改善計画、 収支改善目標が 具体的かっ適切に 決められているもの 

(2) 認定手続 

奉 事業において 推進団体として 収支改善のための 自主的活動を 取り組も うとす 

る 団体は、 推進団体としての 認定を受けるため 下記 イ から ハ に関する書類を 推進 

団体としての 活動を予定する 前年度の 2 月 10 日までに本省局長あ てに提出し、 認、 

定 申請 ( 様式第二号 ) を行 う ものとする。 

本省局長は、 認定申請に係る 書類を審査しその 結果を所定の 様式 ( 様式第 2 

号 ) により当該団体に 通知するものとする。 

イ 収支改善計画 

収支改善のための 3 年度間の活動計画 ( 以下「収支改善計画」という。 ) は 、 

次の内容について 定めるものとする ( 様式第 3 号 ) 。 

( ィ ) 収支等の現状と 改善目標 

a  前年度までの 3 年間の収支状況及び 近年の災害発生 ( 新規受給者数等 ) 

の 状況 

b  収支悪化の原因分析 ( 災害分析、 保険料分析 ) 

c  3 年度間の収支改善活動により 最終年度に達成しょうとする 目標の収支 

率及び災害件数 ( 新規受給者数 ) 

(p) 収支改善対策 

a  労働災害防止対策 

b  収入壇対策 ( 末 参入対策活動も 含む ) 

c  3 年間の重点的取組実施事項及び 活動スケジュール 

ロ 収支改善活動の 体制 

収支改善活動を 行うに当たっての 取組体制として 次の ( ィ ) から ( ハ ) のそれぞれ 

ほ ついて、 個人の履歴と 当該団体の推薦があ ることの証を 記載するものとする。 

( ィ ) 総括収支改善推進者として 予定している 者 

推進団体としての 認定を受けようとする 団体を指揮し 3 年度間の収支改善 
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活動を総括する 下記 4 (1) の総括収支改善推進者としての 職務を担当する 者 

として当該団体が 推薦する者の 氏名 (1 名 、 様式第 4 号 ) 

( 皿 ) 収支改善推進員として 予定している 者 

推進団体としての 認定を受けようとする 団体が定める 収支改善計画を 具体 

化し実行する 下記 4(2) の収支改善推進員としての 職務を担当する 者として 

当該団体が推薦する 者の氏名 (8 名まで推薦 可 、 様式第 5 号 ) 

い ) 収支改善コンサルタントとして 予定している 者 

推進団体としての 認定を受けようとする 団体が収支改善のための 取組を実 

施するに当たり 技術的支援をする 下記 4 (3) の収支改善コンサルタントとし 

ての職務を担当する 者として当該団体が 推薦する者の 氏名 (1 名、 様式第 6 

号 ) 

なお、 収支改善コンサルタントは、 安全管理士、 衛生管理士、 労働安全 コ 

ンサルタント、 労働衛生コンサルタント 等安全衛生問題に 関し、 高い学識経 

験を有している 者の中から推薦するものとする。 

ハ 業界団体の組織に 関する書類 

業界団体の組織に 関する次の事項を 記載するものとする ( 様式第二号 ) 。 

(,f) 業界団体の組織構成 ( 組織 図 、 各々の役割 ) 

(B) 業界団体の構成規模 ( 会員事業数、 労働者数、 組織率 ) 

( ハ ) 地方支部組織の 体制の概要 ( 地方支部数、 地方支部の組織 図 、 会員事業 

数 ) 

( こ ) これまで組織強化として 取り組んだ活動内容及び 地方支部への 指導内容の 

概要 

(3) 認定期間等 

認定期間は原則として 3 年度間とし、 再認定を行 う ことができるものとする。 

ただし、 認定を受けた 推進団体が 3 年度間の途中に 認定散消の申請を 行い ( 様 

式 第 7 号 ) 本省局長が認定の 継続は困難と 判断したとき、 又は、 下記 5 (2) ロの 

収支改善計画推進状況報告及び 4(4) の 1 年間の活動実績等から 判断して認定の 

継続は適当でないと 本省局長が認めた 場合には、 3 年度間の認定期間の 途中であ 

っても認定を 取り消すことがあ る ( 様式第 8 号 ) 。 

4  推進団体における 収支改善活動体制 

本省局長は推進団体における 収支改善活動を 中心となって 推進する者に 対し収支 

改善業務を委嘱することとし、 推進団体は委嘱のあ った者を中核とした 活動体制を 

整え、 業界の収支改善のための 取組を実施していくものとする。 

特に、 安全衛生問題に 関し、 高い学識経験を 有している者の 中から本省局長が 委 

一 3 一 



嘱する収支改善コンサルタントについては、 推進団体が行う 収支改善活動に 対し行 

政との連携を 図りながら指導及び 援助を行うものとし、 推進団体は収支改善コンサ 

ルタントを積極的に 活用して収支改善のための 取組を実施していくものとする。 

(1) 総括収支改善推進者 

ィ 職務内容 

総括収支改善推進者は、 当該推進団体が 収支改善のために 取り組む活動を 総 

括して推進していく 責任者であ り、 主に次の事項に 関する職務を 行 う ものとす 

る 。 

( ィ ) 上記 3 (2) イの 収支改善計画及び 下記 5 の年間計画の 策定 

(p) 災害要因分析及び 労災保険料に 関する分析 

( ハ ) 収支改善コンサルタントからの 助言を得て行 う 収支改善推進員に 対する 指 

石て 

( こ ) 地方支部責任者に 対する指導 

ひ ) 本省局長への 各種報告及び 収支改善対策協議会への 出席 

( へ ) その他収支改善に 関し総括して 推進していく 上で必要な事項等 

ロ 委嘱手続き 

( ィ ) 本省局長は、 様式第 4 号により推薦のあ った書類等を 審査し、 推進団体が 

自主的に行 う 収支改善対策の 活動に関し、 当該団体と行政との 連携を強化し 

当該活動を総括して 推進する者としてふさわしいと 認める者を、 各団体の総 

括 収支改善推進者として 委嘱するものとする。 

( 皿 ) 委嘱は、 総括収支改善推進者委嘱 状 ( 様式第 9 号 ) の交付によって 行うも 

のとし、 委嘱の期間は、 委嘱を行お う とする者の属する 推進団体の事業期間 

と 同一とする。 

( ハ ) 総括収支改善推進者に 委嘱された者が 委嘱期間満了前に 辞任しょうとする 

ときは、 本省局長あ てに辞任 届 ( 様式第 10 号 ) を提出し、 書面 ( 様式第 11 

号 ) により本省局長の 承諾を得るものとする。 

ただし、 総括収支改善者に 委嘱された者が 死亡等により 自ら辞任届を 提出 

できない場合においては、 当該推進団体を 代表する者がその 事実を証明でき 

る 書類を本省局長あ てに提出するものとする。 

(=.) 総括収支改善推進者は、 当年度の具体的な 活動計画を下記 5 の「年間計画」 

と 合わせて 4 月末日までに 本省局長あ てに提出するものとする ( 様式第 16 号 ) 。 

(2) 収支改善推進員 

イ 職務内容 

収支改善推進員は、 総括収支改善推進者の 指示を受け収支改善計画及び 年間 

計画を具体化し 実施して い く実行者として、 主に次の事項を 行 う ものとする。 
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( ィ ) 下記 5 の年間計画の 策定参画 

(p) 地方支部及び 会員事業場の 指導、 パトロールの 実施 

(/ 、 ) 当該団体に属さない 末 参入事業場に 対する収支改善対策の 啓蒙活動 

( こ ) 本省局長への 各種報告及び 収支改善対策協議会への 出席 

( ホ ) その他収支改善計画を 実施していく 上で必要な事項等 

ロ 委嘱手続き 

( ィ ) 本省局長は、 様式第 5 号により推薦のあ った書類等を 審査し、 推進団体の 

地方支部及び 会員事業場に 対し指導及び 末 参入事業場に 対する指導を 行わせ 

るため、 推進団体が推薦した 者が適任であ ると認める場合には、 その者を収 

支改善推進員として 委嘱するものとする。 

委嘱は原則 2 名までとするが、 当該団体の実情等にかんがみ 必要な活動を 

展開して い く上で不可欠であ ると本省局長が 認める場合には 8 名まで収支改 

善 推進員として 委嘱することができるものとする。 

( ロ ) 委嘱は、 本省局長が委嘱を 行お う とする者に収支改善推進員委嘱 状 ( 様式 

第 12 号 ) の交付によって 行 う ものとし、 委嘱の期間は、 委嘱を行お う とする 

者の属する推進団体の 事業期間と同一とする。 

( ハ ) 収支改善推進員に 委嘱された者が 委嘱期間満了前に 辞任しょうとするとき 

は 、 本省局長あ てに辞任 届 ( 様式第 10 号 ) を提出し、 書面 ( 様式第 11 号 ) に 

より本省局長の 承諾を得るものとする。 

ただし、 収支改善推進員に 委嘱された者が 死亡等により 自ら辞任届を 提出 

できない場合においては、 当該推進団体を 代表する者がその 事実を証明でき 

る書類を本省局長あ てに提出するものとする。 

( 二 ) 収支改善推進員は、 当年度の具体的な 活動計画を下記 5 の「年間計画」と 

合わせて 4 月末日までに 本省局長あ てに提出するものとする ( 様式第 16 号 ) 。 

(3) 収支改善コンサルタント 

イ 職務内容 

収支改善コンサルタント は 、 収支改善に関して 開催する会議等 ( 安全衛生委 

員 金筈 ) に出席し専門技術的な 観点から次の 事項について 指導及び助言を 行 う 

ほか、 下記 8 の業務を行 う ものとする。 

( ィ ) 上記 3 (2) イの 収支改善計画及び 下記 5 の年間計画の 策定及び推進に 関す 

る 事項 

( Ⅱ ) 災害要因分析及び 収支分析に関する 事項 

( ハ ) 収支改善の活動方法に 関する事項 

( こ ) その他労働災害防止に 関して必要な 技術的事項 

ロ 委嘱手続き 
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( ィ ) 本省局長は、 様式第 6 号により推薦のあ った書類等を 審査し、 推進団体が 

自主的に行 う 収支改善対策に 関する専門技術的事項について 指導及び助言を 

行わせるため、 推進団体が推薦した 者が適任であ ると認める場合には、 個々 

の 団体ごとに収支改善コンサルタントを 委嘱するものとする。 

( 皿 ) 委嘱は、 本省局長が委嘱を 行お う とする者に収支改善コンサルタント 委嘱 

状 ( 様式第 13 号 ) の交付によって 行 う ものとし、 委嘱の期間は、 委嘱を行お 

う とする者の属する 推進団体の事業期間と 同一とする。 

( ハ ) 収支改善コンサルタントに 委嘱された者が 委嘱期間満了前に 辞任しょうと 

するときは、 本省局長あ てに辞任 届 ( 様式第 10 号 ) を提出し、 書面 ( 様式 第 

nl 号 ) により本省局長の 承諾を得るものとする。 

ただし、 収支改善コンサルタントに 委嘱された者が 死亡等により 自ら辞任 

届を提出できない 場合においては、 当該推進団体を 代表する者がその 事実を 

証明できる書類を 本省局長あ てに提出するものとする。 

(=-) 収支改善コンサルタントは、 当年度の具体的な 活動計画書を 4 月末日まで 

に 本省局長あ てに提出するものとする ( 様式第 14 号 ) 。 

(4) 活動実績の報告 

総括収支改善推進者、 収支改善推進員及び 収支改善コンサルタントは、 当年度 

における一年間の 活動実績を次年度の 4 月 5 日までに本省局長あ て報告するもの 

とする ( 総括収支改善推進者及び 収支改善推進員 は ついては下記 5 の報告と合わ 

せた様式第 17 号、 収支改善コンサルタントについては 第 15 号 ) 。 

また、 総括収支改善推進者、 収支改善推進員及び 収支改善コンサルタントは 、 

原則として一月ごとに 謝金支払いのために 必要な書類を 本省局長あ て提出するも 

のとする ( 別 添の謝金支払規程に 従 う こと ) 。 

5  年間計画 

(1) 年間計画の策定等 

推進団体として 認定されたときは、 労災保険の収支状況、 労働災害の発生状況 

等を勘案して、 次の事項を内容とする 年間計画を策定するものとする。 年間計画 

は、 原則として各年度の 4 月末日までに 本省局長あ て提出するものとする ( 様式 

第 16 号 ) 。 

なお、 年間計画は収支改善コンサルタントの 指導及び助言をもとに 策定するも 

のとする。 

イ 年間の重点的取組実施事項 

ロ 地方支部への 強化指導活動の 内容 

ハ 当該団体に属さない 事業主に対する 収支改善対策の 啓蒙指導 
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二 講習会における 講師派遣や専門的分析等の 依頼等、 本省に対し希望する 指導 

。 援助の内容 

ホ その他収支改善に 関し必要な事項等 

(2) 収支改善対策実施状況報告 

推進団体は、 当年度における 収支改善対策実施状況をとりまとめ、 次年度の 4 

月 5 日までに本省局長あ て収支改善計画推進状況報告 ( 様式第 17 号 ) により報告 

するものとする。 

6  行政側の支援等 

(1) 本省における 支援 

推進団体が自主的に 取り組む収支改善活動の 円滑な実施を 支援するため、 本省 

は 次の指導及び 援助等を行 う 。 

イ 収支改善目標の 設定等に係る 収支状況の数字データの 提供 

ロ 講習会の開催や 講師派遣等について 協力依頼があ った場合における 必要な援 

助 

ハ 各種会議での 収支改善計画又は 年間計画及び 活動状況に係る 指導 

二 その他収支改善推進事業の 円滑な実施に 当たって必要な 指導・援助 

(2) 謝金の支給 

総括収支改善推進者、 収支改善推進員及び 収支改善コンサルタントが 4(4) に 

より提出した 一月ごとの活動実績の 報告に基づき、 本省局長は委嘱業務に 係る謝 

金を別添の謝金支払規程により 支給するものとする。 

ただし、 総括収支改善推進者については 年間 2Q 万円、 収支改善推進員 は ついて 

は一名 は つき年間 30 万円、 収支改善コンサルタントについては 年間 50 万円をもっ 

て 謝金の上限額とする。 

(3) 推進団体からの 指導・援助の 申込み 

推進団体が労働基準行政に 対し指導及び 援助等を求めようとするときは、 所定 

の様式 ( 様式第 18 号 ) により本省労災補償部労災管理課労災保険財政数理室 ( 以 

下 「本省数理室」という。 ) にその申込みを 行 う ことができるものとする。 

7  行政内部の体制 

(1) 本省における 体制 ( 収支改善対策推進委員会 ) 

推進団体の認定を 受けようとして 改善対象業種に 係る業界団体から 提出のあ っ 

た書類の審査及び 重点指導事項の 決定等を行うため、 次により、 本省に収支改善 
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本省推進委員会は、 労災管理課長を 統括者とし、 労働保険徴収 課 、 監督 課 、 

労災管理課、 補償 課 、 計画課、 安全課、 労働衛生課、 化学物質調査課及び 賃金 

時間 諜 の各担当官を 構成員 ( 以下「担当官」という。 ) とする。 

ロ 本省推進委員会の 業務 

( ィ ) 推進団体の認定を 受けようとして 提出のあ った書類の審査 

(p) 推進団体に対する 重点指導事項の 決定 

( ハ ) 推進団体の活動状況の 総括評価 

( 二 ) その他運営に 関し必要な事項についての 協議 

ハ 会 議 

本省推進委員会は 必要に応じて 担当官に よ る会議を開催することとする。 

統括者は、 ロの 業務を行 うに 当たり必要があ ると認めるときは 本省推進委員 

会の担当官を 招集して会議を 行 う ことができるものとする。 

二 統括代理 

本省数理室室長は、 統括者を代理するものとする。 

ホ 庶務及び連絡窓口 

本省推進室の 庶務及び推進団体からの 相談 又は 指導依頼等に 係る連絡窓口 

は、 本省数理室において 行 う ものとする。 

(2) 収支改善対策協議会 

労災管理課長は、 推進団体の指導等を 行 う ため必要があ ると認めるときは、 総 

括 収支改善推進者、 収支改善推進員、 収支改善コンサルタント 及びその他担当官 

を 召集して次の 事項について 収支改善のための 対策協議会 ( 以下「収支改善対策 

協議会」という。 ) を 開催することができる。 

イ 協議事項 

( ィ ) 推進団体から 提出された収支改善計画及び 年間計画に対する 指導 

(0) 収支改善計画及び 年間計画の実施状況の 確認及び実施状況を 踏まえた計画 

の推進のための 指導 

( ハ ) 推進団体が行った 活動実施結果の 評価 

( こ ) その他収支改善に 関し必要な事項等 

ロ 開催手続き 

収支改善協議会を 開催するときは、 少なくても 2 ケ 月以上前に対象となる 推 

進団体に対し 開催通知を行 う ものとする ( 様式 第 W9 号 ) 。 通知を行 うに 当たり   

収支改善対策協議会用の 資料を推進団体に 用意するよ う 指示を行 う ことができ 

るものとする。 

二 庶 務 

収支改善協議会の 庶務 は 、 本省数理室において 行 う ものとする。 
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労災保険収支改善推進事業「様式 集 」 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 



様式第 1 号 

平成 年 月 日
 

労災保険収支改善推進事業「推進団体」認定申請書 

労働基準局長 殿 

名
著
 
表
 

 
 

体
 

団
団
 

仁ト 『 

労災保険収支改善推進事業における「推進団体」として 認定を受けたいので 関係書類を 

添付した上申請いたします。 

なお、 当団体の詳細は 下記のとおりです。 

一 
" 已 

要
 

種
 

概
 

要
 

の
 

概
 
の
 

体
 

体
 

団
 

団
業
 

Ⅱ
・
 

上
 

2  これまで取り 組んだ活動内容の 概要 

  項 目 活 動 内 容 

3  団体の組織国讐 

別紙のとお     n 下記 ( 注 )3 を参照のこと。 ) 

( 注 )    上記 1 の概要には、 団体の設立目的及び 経緯を簡潔に 記入すること。 

  上記 2 についてほ、 これまで団体として 自主的に取り 組んできた労働災害防止活動、 収支改善 活 

勤は ついて記載するとともに、 参考となる資料があ ればそれを添付すること。 

3  上記 3 については、 組織 図 、 各々の役割、 構成規模 ( 会員事業所数、 労働者数、 組織率 ) 、 地方 

支部組織の体制の 概要 ( 地方支部数、 地方支部の組織 図 、 会員事業場数 ) について、 任意の様式に 

より、 この申請書に 添付すること。 ( 既存のパンフレット 等の添付でもよい。 ) 

 
 

  



様式第 2 号 

労働基準局長 

「推進団体」認定通知書 

。 平成 年 月 日 

団 体 名 

団体の代表者 

JEfel. 
貝 を 労災保険収支改善推進事業における「推進団体」として 認定 

するので、 収支改善活動を 推進するための 体制を整備の 上、 計画的な対策を 講じられ 

たい。 

なお、 認定期間及び 認定対象業種は 下記のとおりであ る。 

" 一 一 一 Ⅱ 己 

認定期間 平成 年 月 日から平成 年 月 日まで 

認定対象業種 

 
 

 
 



様式第 3 号 

日
 

月
 

年
 

㍻
重
日
 
画
 
十
 
-
 
一
 
-
 
一
 
口
 

丑
立
口
 

改
 
支
 
収
 
業
 
事
 
推
進
 

白
 
圭
 目
 

改
 
支
 
収
 

団 体 名 

団体の代表者 

O Ⅹ A4 版 2 枚に取りまとめ、 必要に応じ別紙を 添付すること。 ) 

印 

業 ｜ 種 l 

1  収支等の現状と 改 姜 目標 

(1) 前年度までの 3 年間の収支状況及び 新規受給者数等の 状況 

収 支 率 新規受給者数 新規年金者数 葬祭件数 
平成 年度 % 平成 年度 人 人 4 年 

平成 年度 % 平成 年度 人 人 ヰ年 

平成 年度 % 平成 年度 人 人 4 年 

( 注 ) 近年の収支率及び 新規受給者数等は、 別紙「参考資料」を 参照のこと。 

(2) 収支 悪ィヒ の原因分析 ( 災害分析、 保険料分析 ) 

( 注 ) 近年の収支状況について、 上記 (1) の収支状況及び 新規受給者の 発生原因となった 災害状況等から 分 
析し、 収支改善の対策にとって 効果的と思われる 検討を行った 内容について 記入すること。 

(3) 3 年度間の収支改善活動の 取組結果による 収支率及び新規受給者数の 達成目標 

① 平仁 年度における 収支剰ロを目標とする。 
② 平屯 年度における 新規受給者数。 一 を目標とする。 
( 注 ) 本 事業による 3 年度間の活動結果により 最終年度に達成しょうとする 目標の収支率及び 新規受給者数 
を 記入すること。 

 
 

 
 

 
 



目
 

 
 ）

 
，
 
Ⅰ
 
Ⅰ
 

2
 （
 

容
 

内
 

の
 

画
 

十
 
-
 
一
 
一
 
一
 
目
 

      

( 注 "  ) 実施項目には 安全 立 思 識の向上に関すること " "  及 び 。 安全衛生管理の "" "  推進に関すること "  等に関しどのよ "  ヮな " 
活動を実施していくのかについて 記入し、 具体的に計画した 活動内容 ( 方法や時期等 ) を記入すること   

(2) 収入増対策 ( 末 参入事業場対策を 含む。 ) 

実 施 項 目 - 一 一 一 口 十 画 の 内 容 

( 注 ) 実施項目にはどのような 活動を実施していくのかについて 記入し、 具体的に計画した 活動内容 ( 方法 
や時期等 ) を記入すること。 

(3) 3 年間の重点的取組事項及びスケジュール 

重点的取組事項 

ス 

ケ 
平成 年度 ジ 

ユ 

  
ル 

重， 点 的取組事項 

ス 

ケ 
平成 年度 ジ 

ユ 

  
ノン 

重点的取組事項 

ス 

ケ 
平成 年度 ジ 

ユ 

  
ル 

( 注 ) 各年度の重点的に 取り組む活動内容を 記入するとともに、 主な活動の実施についてスケジュールを 記 
入すること。 

 
 

 
 

 
 

 
 



様式第 4 号 

日
 

月
 

年
 

ょ
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圭
 

目
 

平
薦
 

推
 

者
 
進
 
推
 
生
女
 

口
 

改
 

支
 
収
 
ギ
舌
 

総
 

労働基準局長 殿 

団 体 名 

団体の代表者 

下記の者を総括収支改善推進者に 推薦します。 

ふ り が な 性 別生 年 月 目 

男 

氏 名 大正・昭和 年 Ⅱ Ⅱ 口 ロ 目 士 二 

女 (  ) 上 戚 
  
T 

現 干 ィⅡ 二 、 所 
℡ ( )  一 

  
T 

、 車 理 絡 先 

( 現住所と異なる 場合 ) ℡ L ( )  一 

団体での役職 現職 (f 属 会社・㍾ ) 

（ 年 月 ） 

職 （ 年 月   

（ 年 月   

歴 

( 取得 年 月 日   

資 ( 取得 年 月 日   

( 取得 年 月 日   

格 

( 注 ) 「職歴」及び「資格」の 欄には、 安全衛生又は 労災保険の業務に 関するものについて 記入すること。 

上記のとおり、 相違あ りません。 

平成 年 月 日 
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様式第 5 号 

日
 

月
 

年
 

成
 
平
年
玉
田
 

薦
 

推
 

口
口
目
 

ハ
 

進
 

推
 

丑
 
上
口
 

改
 

支
 

収
 

労働基準局長 殿 

団 体 名 

団体の代表者 印 

下記の者を収支改善推進員に 推薦します。 

ふ り が な 侶ヒ @  生 年 月 日 

男 

氏 名 大正・昭和 年 ロⅡⅡ 日生 

女 (  ) 歳 
  
T 

現 ィ主   
℡ ( )  一 

  
T 

車 理 、 絡 先 

( 現住所と異なる 場合 ) ℡ ( )  一 

団体での役職 現職 研 総社・ 蝸 ) 

（ 年 月 ） 

職   年 月 ） 

（ 年 月 ） 

歴 

( 取得 年 月 目   

資 ( 取得 年 月 日   

( 取得 年 月 日   

格 

( 注 ) 「職歴」及び「資格」の 欄には、 安全衛生又は 労災保険の業務に 関するものについて 記入すること。 
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様式第 6 号 

目
 

月
 

年
 

成
 
王
 ，
土
圭
 日
 

薦
 
推
 
ト
 
ン
 
タ
 
乃
ノ
 

サ
 
ン
 
コ
 

白
兵
 

改
 

収
支
 

労働基準局長 殿 

団 体 名 

団体の代表者 印
 

下記の者を収支改善コンサルタントに 推薦します。 

ふ り が な 性 別生 年 月 日 

男 

氏 名 ㍽・昭和 年 月 日生 

女 (  )  m 成 
  
T 

現 ィ主   

℡ ( )  一 
  
T 

車 理 、 絡 先 

( 現住所と異なる 場合 ) ℡ n, く )  一 

1. 安全衛生管理 モ ( 資格取得年月日     
2. 衛生管理士 (     

推薦要件 ( 該当 3. 労働安全コンサルタント (     
するものに 0) 4. 労働衛生コンサルタント (     

5. 労働基準行政経験者 ( 最終職歴   

6. その他 (   

（ 年 月   

職   年 月 ） 

  年 月   

歴 

( 注 ) 「職歴」の欄には、 安全衛生又は 労災保険の業務に 関するものについて 記入すること。 

上記のとおり、 相違あ りません。 

平成 年 月 日 

氏名 ニト 『 

( 推薦される者の 氏名押印 ) 



様式第 7 号 

平成 年 月 日 

労働基準局長 殿 

団 体 名 

団体の代表者 印
 

「推進団体」認定 取消 申請書 

平成 年 月 日付けをもって 認定のあ った労災保険収支改善推進事業における 

「推進団体」について、 下記理由により 認定 取 消を申請いたします。 

工 認定期間 平成 年 月 日 ～ 平成 年 月 日 

2  認定散消を申請する 理由 

( 注 ) 当初の収支改善計画を 実施することが 困難となった 事情等、 認定 取 消を申請する 理由を記述する。 



様式第 8 号 

労働基準局長 

 
 

 
 

 
 



№   
様式第 M""""""""" 9  号                                                                                                                                                                                                                     
  
    
  
    
  
      

  総括収支改善推進者委嘱 状 
  

    

    

    

  

  
平成 年 月 日 

  
    

  

  

ト
 ・・
 

@
 ト
 道
ノ
 ・
Ⅹ
・
・
 

@
 @
 
ぬ
 

殿 

厚生労働省労働基準局長 

  

ト
 ・
 
L
@
5
%
.
 
Ⅹ
   

  

    

  

;  貴殿を労災保険収支改善推進事業における「総括収支改善 推 
遊者」に委嘱する。 

なお、 任期、 担当する推進団体及び 職務内容は以下のとおりも 

であ る。 

  

  

  

平成 年 月 日から平成 年 月 日まで   期 
  

  

2 担当する推進団体 

  

    
  

¥ 3 職務内容 「労災保険収支改善推進事業実施要綱」に よ る。 ; 
    
  

        





様式第 1 1 号 

辞 任 承 諾 書 

労働基準局長 

 
 

  

 
 

 
 



殿 

厚生労働省労働基準局長 

様式第 1 2 号 
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№   

  

  
  

  
  

  

  

  

  収支改善推進員委嘱 状 
  

    

ト ・ @ 俺 抜 ⅠⅡ   

    

    

、ミ 

平成 年 月 日 、 持 

    

  

  

    

    

： 憶、 
  

  

  

  

貴殿を労災保険収支改善推進事業における「収支改善推進員 

に 委嘱する。 

なお、 任期、 担当する推進団体及び 職務内容は以下のとおり 
  

であ る。   

  

  

    

  

烹ェ 任 期 平成年月 日から平成年月 日まで       
    

  
  
  

    

  

ミ 2 担当する推進団体 
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殿 

厚生労働省労働基準局長 
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様式第 1 4 号 

日 平成 年 月 

収支改善コンサルタント 活動計画書 ( 平成 年度 ) 
( 推進団体名   

労働基準局長 殿 

平成 年度における 活動計画は以下のとおりです。 

収支改善コンサルタント 

氏名 臣ト口卜 

1  本年度の活動目標 

( 注 ) 重点項目として 取り組む目標を 記入すること。 

2  本年度の活動内容及びスケジュール 

( 注 ) 項目には、 安全意識の向上に 関すること、 安全衛生管理の 推進に関すること、 収入改善に関すること 

及びアウトサイダ 一対策に関すること 等を記入すること。 

また、 計画内容には 具体的な実施事項 ( 例えば安全セミナ 一の開催、 安全パトロール、 健康保持増進 

対策、 健康診断実施の 促進、 滞納事業場に 対する指導、 特徴的災害の 分析及び対策の 検討等 ) 及び実施 

時期について 記入すること。 

 
 

 
 

 
 

  

  



様式第 1 5 号 

平成 年 月 日 

）
 
 
 
年
 
 
 

成
 
平
 
（
 
重
 目
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口
 

圭
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帝
土
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/
 

実
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ト
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タ
名
 

ル
体
 

 
 

改
 
収
支
 

労働基準局長 殿 

平成 年度に実施した 活動は以下のとおりです。 

収支改善コンサルタント 

氏名 印 

1  収支改善計画・ 年間計画の策定及び 推進に関し行った 指導。 助言の実績 

( 注 ) 行った活動実績は、 具体的かつ簡潔に 記入すること。 書ききれない 場合は別紙を 添付すること。 以下 

2 から 5 についても同様。 

2
 災害の要因分析及び 収支分析を行った 実績 



3
 収支改善の活動方法に 関し推進団体に 対し行った指導及び 助言の実績 

4
 個別事業場に 対し行った指導の 実績 

5  その他収支改善のために 実施した活動 

  

 
 

 
 

 
 



様式第 1 6 号 

平成 年 月 日 

）
 
 
 
 
 
年
 

成
 
平
 
（
 
室
 目
 

画
 
十
 
-
 
一
 
一
 
一
 
口
 

罰
 
斤
 
午
 
業
 
事
 

 
 

収
 

労働基準局長 殿 

名
著
 

体
表
 

団
代
 

臣ト Ⅱ ト 

労災保険収支改善推進事業における 本年度の年間計画は、 下記のとおりです。 

ェ 重点的取組実施事項 
目 - 一 一 - Ⅰ 十 画 の 内 容 

項 
ェ 災害防止に係る 事項 

2  収入改善に係る 事項 

3  その他の事項 

動
 

 
 曲
る
 

 
 
耳
ノ
 

 
 

地
 

 
 
l
 
（
 

2
 - 一 一 一 Ⅰ 十 画 の 内 容 



3  % 参入事業場に 対する対策 
目 - 一 一 一 口 十 画 の 内 容 項 

4  その他の事項 
円目 - 一 一 一 口 十 画 の 内 容 項 

( 注 ) 1  年間スケジュールを 添付すること。 

2  上記 1 から 4 の項目には、 別表に示す項目を 参考に具体的な 実施事項を記入し、 当該事項をどの 
よ う に実施していくのかを 計画の内容に 記述すること。 

3  年間計画書は A4 版 2 枚になるよ う 簡潔に記述し、 必要に応じ別紙を 添付する方法によりとりま 

とめること。 

上記年間計画の 策定に参画したことを 証します。 

収支改善コンサルタント 

印 



5  総括収支改善推進者として 本年度特に重点的に 活動する事項 

目 項 - 一 - - p 十 画 内 容 

総括収支改善推進者 

ニト 『 

( 注 ) 項目には、 安全意識の向上に 関すること、 安全衛生管理の 推進に関すること、 収入改善に関すること 

及びアウトサイダ 一対策に関すること 等を記入すること。 

また、 計画内容には 具体的な実施事項 ( 例えぼ 特徴的災害の 分析及び対策の 検討、 収支状況の分析、 

安全衛生セミナ 一の開催及び 健康保持増進対策に 関する企画立案、 末手続事業場に 対する加入促進及び 

収支改善活動の 啓蒙等に関する 企画立案等 ) 及び活動予定時期について 記入すること。 

内
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改
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項
 

収
 

6
 

容
 

収支改善推進員 ( 代表者一名 ) 

印 

( 注 ) 項目については、 上記 5 の総括収支改善推進者に 係る注を参照のこと。 また、 計画内容には 具体的な 

実施事項 ( 例えば安全衛生大会、 安全セミナ一の 開催、 安全パトロール、 健康保持増進対策、 健康診断 

実施の促進、 講習会、 個別事業場指導、 労災保険制度についての 広報活動、 収支改善活動の 啓蒙のため 

のパンフレットの 作成配布等 ) 及び実施時期について 記入すること。 



 
 

  別表 ( 参考 ) 

災 @@ エコ 由 防 止 に 係 る 事 項 

  

「 安全意識の向上に 関すること       2  安全衛生管理の 推進に関すること 

㈲経営首脳に 対する安全衛生セミナ 一の開催       ㈲安全パトロール 

(2) 安全衛生大会の 開催       (2) 健康診断実施の 促進 

(3) 地区の安全衛生講習会の 開催 ((1) を除く。 )        (3) 快適職場の形成促進 

(4) ポスタⅠ標語等の 掲示       (4) 作業環境測定実施の 促進 
  

(5) 広報誌、 機関誌等に よ る啓発       (5) 定期自主点検実施の 促進 
  

(6) 災害事例集の 作成及び活用 : (6) 健康保持増進対策の 実施 

㈲ガイドラインの 周知登底 
  
  
  
  

(8) 災害防止等の 強化月間の設定 
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労働保険に関する 説明会の開催 

労働保険制度についての 広報活動 ((1) を除く。 ) 

未 手続事業場に 対する加入促進 

労働保険事務組合の 設立の働きかけ 

滞納事業場に 対する指導 

そ の 他 の 事 項 

㈲アウトワイダーを 対象とする講習会の 開催 

(2) アウトワイダ 一事業場に対する 個別指導 

(3) 収支改善活動の 啓発のためのパンフレット 等の作成・配布 

(4) 災害分析と有効な 防止対策の検討 

(5) 収支状況の分析と 効果的な対策の 検討 

 
 



様式 第工 7 号 

平成 年 月 日 
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口
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労働基準局長 殿 

在
昔
 

体
表
 

固
化
 

巨 『 

労災保険収支改善推進事業において 平成 

のとおりです。 

1  本年度の活動状況について 

年度に取り組んだ 活動の実施結果は、 下記 

動
画
 

活
 

 
 

 
 
災
 
 
 
 
 
1
 
（
 項

 
事
 

施
 

実
 

( 注 ) 年度当初の計画を 記入の うえ 、 項目ごとに実施内容を 記入すること。 



(2) 増収対策活動 ( 末 参入事業場対策活動を 含む ) 

2
 収支改善活動を 進める上での 問題点 

3
 今期活動の評価と 来期の対応策 

( 注 ) 報告書は A4 版 2 枚になるよ う 簡潔に記述し、 必要に応じ別紙を 添付する方法によりとりまとめるこ 
と。 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 



様式第 1 8 号 

平成 年 月 口 Ⅱ 

）
 
 
 
年
 

成
 
平
 
（
 
圭
百
 

壬
生
 

百
日
 

要
 
支
援
 

業
 
事
 

 
 

収
 

労働基準局長 殿 

団 体 名 

代 表 者 巨 『 

労災保険収支改善推進事業の 運営にあ たり、 下記のとおり 支援を要望したいのでよろし 
くお取計らい 願いたい。 

要請する支援項目 支 援 内 容 及 び 理 由 

1  災害防止に係る 事項 

2  収入改善に係る 事項 

3  % 参入事業場対策 

( 注 )  要請する支援項目に、 支援を希望する 内容を記入すること。 ( 例えば、 情報の提供、 会議等出席 依 

頼 、 講師派遣依頼、 安全パトロール 参加依頼、 滞納事業場に 対する指導等についてどのような 支援を 

希望するのか 理由とともに 具体的に記入すること。 ) 



様式第 1 9 号 

平成 年 月 日 

名
著
 

体
表
 

園
代
 

殿 

厚生労働省労働基準局 

労災補償部労災管理課長 

収支改善対策協議会開催通知書 

下記のとおり、 収支改善対策協議会を 開催するので 貴 推進団体の総括収支改善推進者、 

収支改善推進員及び 収支改善コンサルタントの 出席をお願いする。 

なお、 収支改善対策協議会の 資料として下記 2 を開催日 5 日前までに 部 準備され 

たい。 

- 己 

1  日時及び場所 

日 日 寺 平成 年 月 日 

午前   午後       分から 

場 所 

2  準備する資料 ( 例 ) 

(1) 平成 年度「年間計画書」 ( 様式第 16 号 ) 

(2) 当年度の取組状況と 評価 ( 任意様式 ) 

(3) 今後の活動を 行 うに 当たっての課題 ( 任意様式 ) 

(4) その他行政側に 報告する事項 ( 任意様式 ) 



様式第 2 0 号 

平成 年 月 日 

収支改善コンサルタント 重要事項報告書 

( 推進団体名   

労働基準局長 殿 

収支改善コンサルタント 

氏名 臣ト 『 

収支改善活動の 推進に当たり、 今後の参考となると 思われますので、 下記事項について 

報告いたします。 

区 分 事 項 の 詳 細 

安全意識の向上に 関すること 

安鏑蝿和擬は 貯 ること 

収支改 き @; 係る事項 

アウトサ 存冊締紬嚢 

その他に関する 事項 

( 注 ) 推進団体の収支改善活動を 改善させる必要があ る、 先進的な活動として 他の推進団体に 普及する必要 
があ る、 その他報告すべきと 思われる事項について 詳しく記入すること。 

 
 

  

 
 




